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ていた。にも関わらず、2002 年に中国当局の支持を受けて再選され、さらに 2003 年には自由権



























例えば、エミリー・ラウ（劉慧卿）立法会議員は 2003 年 8 月に李登輝総統が事実上主催する台
湾群策会による「一国家二制度下の香港」シンポジウムに参加し、「一国家二制度は偽物である」
「独立か統一かは台湾自身が選択するべき」と発言した（「一國兩制 把香港關進「鳥籠」裡」『自
由時報』2003 年 8 月 13 日）。香港の左派はこの出来事に強く刺激され、彼女を強く非難した。 
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匯報』2010 年 1 月 16 日）。こうした主張をさらに飛躍させて、レファレンダムは香港を独立し
た政治実体とする見なすもの（左派組合である工聯会所属議員黄国健の発言、「立會議員意見」
『文匯報』2010 年 1 月）、あるいは「香港独立」であると決めつけ（蒯轍元「『五區公投 全民
起義』是為『港獨』」『文匯報』2010 年 2 月 1 日）、また台湾において陳水扁政権が「台湾独立」
とレファレンダムを結びつけていることから、香港でもレファレンダムの実施を主張することは、
「香港独立」を企てるのと同じであるという主張も見られた（楊志強「志強時評：『五區公投，
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さらに 10 月 11 日の中国国慶節（建国記念日）においても、デモ隊が中聯弁の前で「龍獅香港
旗」や英領香港旗を掲げ、同様のスローガンを繰り返した。そのため、梁振英行政長官は翌日 12
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「香港は中国本土なしで生存できない」(South China Morning Post website, 
http://www.scmp.com/comment/letters/article/1059029/letters-editor-october-12-2012)「自分が中国人で
はないと思う者は、国籍を放棄することが出来る」（“Love China or leave, Lu Ping tells Hong Kong's 
would-be secessionists.” South China Morning Post. 01 November, 2012）と述べ、また同弁公室副主
任だった陳佐洱も香港独立論を批判しつつ、「ウィルス」のように広がることを懸念していると


















わけではない。むしろ、それを是認する場面すらある。2010 年 8 月にフィリピンで起きたバスジ
ャックおよび香港人観光客死傷事件をめぐる香港政府の対応は、中国当局も香港本土意識に配慮
し、本来の一国二制度からの逸脱を容認せざるを得なかった事例である。 
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WTO で認められた FTA の締結についても、馬英九政権はシンガポールやニュージーランドと
交渉中であることを明らかにしている。また、アメリカとの FTA や TPPへの参加にも強い関心を
持ち、アメリカとの交渉開始を模索している。ただし、いずれにおいても、いまだ具体的な成果
は明らかになっていない。一方で、香港は 2009 年以降、既に複数の国および EU との締結にこぎ
つけている。さらに 2012 年 6 月には中国商務部の高虎副部長が香港を中国と ASEAN間の FTA
に加盟させるべく、ASEAN諸国と交渉していることを明らかにした（「港將納中日韓 FTA、東
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とはいえ、こうしたジレンマも中国当局が招いたものである。香港基本法は民主化の方針を含
めて、中国当局自身が作ったものである。中国アイデンティティが強い香港において「香港独立
論」が拡大したことも、中国当局による「予言の自己実現」である。中国当局は、台湾と香港の
情勢に相互作用があると警戒しているが、そうした実例はない。陳雲根がいうように「一国二制
度」の基本的な枠組みを維持しながら最大限の自治を認める方が、「香港独立論」を抑制できる
はずである。 
台湾においては、もともと「独立論」が存在し、それを主張した民進党も存在する。しかし、
それ故に中国も政治実体としての国際空間を要求する馬英九政権との関係改善に応じざるをえな
かった。とはいえ、馬英九政権との交渉再開後も、中国は譲歩を小出しにし、台湾の地位向上や
国際空間拡大が「中国と交渉を要する事項」と印象付けたため、台湾の反中国感情は必ずしも改
善していない。過去には陳水扁政権の譲歩を無視して強硬な態度をとったこともある。その意味
では、台湾で「独立」志向が強いことも、中国による「予言の自己実現」という要素がないとは
言えない。 
いずれにせよ、香港の事例は経済や人的な交流、対中依存だけで民意を絡めとることは難しい。
むしろ、こうした交流や依存の拡大のあり様によっては、世論の反感を招くことを示した。また、
詳細には議論しなかったが、香港の反中国本土感情は、もしかしたら、台湾の反中国感情よりも
問題の根が深いかもしれない。台湾では戦後に中国から来た国民党政権との衝突である 228 事件
をふくめた歴史的な事情がある。しかし、台湾人が来訪する生身の中国人観光客に直接憎悪を示
すことは少ない。一方、香港の反中国本土感情には、自らの社会や生活に対する直接の脅威をう
けて新たに生まれた側面もある。こうした側面が大きい場合、香港の反中国本土感情は上で議論
した以上に解決困難かもしれない。いずれにせよ、「香港独立論」そのものは未だ少数派であり、
真相を見極めるには今後の情勢観察が必要である。 
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